
成年後見制度・成年後見登記について(抜粋)

成年後見人のことは聞いたことがあると思います。これらは福祉課の範疇ではなく、家庭裁判

所が選任します。司法が絡んでくるわけですね。下記は、法務省民事局の資料を参照・引用した

ものです。詳しくは法務省(TEL:03-3580-4111)にお問い合わせください。

成年後見制度

認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々は、不動産や預貯金などの

財産を管理したり、身のまわりの世話のために介護などのサービスや施設への入所に関する契約

を結んだり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても、自分でこれらのことをするのが難し

い場合があります。また、自分に不利益な契約であってもよく判断ができずに契約を結んでしま

い、悪徳商法の被害にあうおそれもあります。このような判断能力の不十分な方々を保護し、支

援するのが成年後見制度です。成年後見制度は、大きく分けると、法定後見制度と任意後見制度

の 2つがあります。また、法定後見制度は、「後見」「保佐」「補助」の 3つに分かれており、判断

力の程度など本人の事情に応じた制度を利用できるようになっています。法定後見制度において

は、家庭裁判所によって選ばれた成年後見人等(成年後見人・保佐人・補助人)が、本人の利益を

考えながら、本人を代理して契約などの法律行為をしたり、本人が自分で法律行為をするときに

同意を与えたり、本人が同意を得ないでした不利益な法律行為を後から取り消したりすることに

よって、本人を保護・支援します。成年後見人等は、本人のためにどのような保護・支援が必要

かなどの事情に応じて、家庭裁判所が選任することになります。本人の親族以外にも、法律・福

祉の専門家その他の第三者や、福祉関係の公益法人その他の法人が選ばれる場合があります。成

年後見人等を複数選ぶことも可能です。また、成年後見人等を監督する成年後見監督人などが選

ばれることもあります。なお、後見開始等の審判を申し立てた人において特定の人が成年後見人

等に選ばれることを希望した場合であっても、家庭裁判所が希望どおりの成年後見人等を選任す

るとは限りません。希望に沿わない人が成年後見人等に選任された場合であっても、そのことを

理由に後見開始等の審判に対して不服申立てをすることはできませんので、ご注意ください。任

意後見制度は、本人が十分な判断能力があるうちに、将来、判断能力が不十分な状態になった場

合に備えて、あらかじめ自らが選んだ代理人(任意後見人)に、自分の生活、療養看護や財産管理

に関する事務について代理権を与える契約(任意後見契約)を公証人の作成する公正証書で結んで

おくというものです。そうすることで、本人の判断能力が低下した後に、任意後見人が、任意後

見契約で決めた事務について、家庭裁判所が選任する「任意後見監督人」の監督のもと本人を代

理して契約などをすることによって、本人の意思にしたがった適切な保護・支援をすることが可

能になります。

成年後見登記

成年後見登記制度は、成年後見人等の権限や任意後見契約の内容などを登記官がコンピュー

タ・システムを用いて登記し、また、登記官が登記事項を証明した登記事項証明書(登記事項の証

明書・登記されていないことの証明書)を交付することによって登記情報を開示する制度です。東

京法務局の後見登録課で、全国の成年後見登記事務を行っています。後見開始の審判がされたと

きや、任意後見契約の公正証書が作成されたときなどに、家庭裁判所または公証人からの嘱託に

よって登記されます。また、登記されている本人・成年後見人などは、登記後の住所変更などに

より登記内容に変更が生じたときは「変更の登記」を、本人の死亡などにより法定後見または任

意後見が終了したときは「終了の登記」を、申請する必要があります。この「変更の登記」「終了

の登記」の申請は、本人の親族などの利害関係人も行うことができます。登記の申請は、書留郵

便で行うことができます。

以上


